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1は じめ に

定期建物賃貸借制度が導入 されたのは,1999年12月9臼 の国会で可決 ・成

立した 「良質な賃貸住宅の供給の促進に関する特別措置法」 による借地借家

法の改正によってであった。

定期建物賃貸借制度を導入すべしとの議論は,借 地借家法の正当事由制度

によって不透明かつ極端な借家権保護が良質な賃貸住宅供給 を抑制 している

から,こ れを是正す るために,当 事者間の約定通 りに終了し,賃 料も改定特

約通 りに改定されれば,当 事者聞の事前の予測可能性が増 し,借 家契約 にお

ける不透明性が解消 されるとい うものであった(阿 部泰隆瓢野村好弘繍福井秀夫

編 『定期借家権』(信山社,1998年)4U頁,414頁 参照)◎

定期建物賃貸借制度導入については,法 律学の側から多 くの反対論が出さ

れたが,結 局,上 記の法律 によって借地借家法に新設 されることとなったの

である。

定期建物賃貸借制度では,合 意 した期間の満了をもって賃貸借関係が終了

す るとともに,賃 料改定特約があるときは,借 地借家法32条 の適用が排除さ

れ ることになっている(借 地借家法38条7項)。 しかし,借 地借家法38条7項 に

定める 「借賃の改定に係 る特約」 とはどのようなものをい うか,に ついて
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は,明 確 に定められてお らず,解 釈に任 されている。

本稿 では,定 期建物賃貸借契約書(以 下,「本件契約書」という)申 の賃料改

定条項が,借 地借家法38条7項 に定める 「借賃の改定に係 る特約」に当たる

かを主 として論 じることにす る。また,さ らに,借 地借家法38条7項 の意味

における賃料改定特約 と認められない場合には,当 事者は借地借家法32条 に

よって賃料の増減額 を請求す ることができるのかが,問 題 となる。

以下,最 初 に,借 地借家法38条7項 について論 じ(H),そ の後 に,賃 料

増減額請求権に関する借地借家法32条 について論 じることにする(璽)。

∬ 借地借家法38条7項 に定 める 「借賃 の改定 に係 る特約」

蓋.借 地 借家法認 条 フ項 の趣 旨

借地借家 法38条7項 は,定 期建 物賃貸借 にお いて 「借 賃 の改定 に係 る特 約

が ある場合 には」,借 地借 家法32条 の規 定 は適用 しない と定 めてい る。

このよ うな規定 が設 け られ た趣 旨について,契 約 自由を基本 とす る定期 建

物 賃貸借 におい ては,賃 料改定 につ いて も当事者 の合意 を優先 させ るのが相

当で あ ると考 え られ たか らで あ り(借 地借家法研究会編r一 間～答新しい借地借家

法』(商 事法務研究会,2000年)205頁),ま た,建 物賃貸 借 におい て頻発 す る賃 料

紛 争 の回避 を意 図 した もので もあった(福 井秀夫篇久米良昭臨阿部泰隆編 『実務注

釈定瑚借家法』(信 山社,2000年)48頁,稻 本洋之助:澤 野順彦編iliン メンタール借地

借家法 〔第3版 〕』/藤井俊二〕(臼本評論社,2010年)3G3頁)。

さ らに,賃 料 改定特約 につ いて増減請求 がで きない ことに よって,賃 料 収

入 か らの収益 を確定 的に計算 で きるこ とにな り,実 務界 では,借 地借家法29

条2項 によって民法604条 の 適用 が排 除 され,長 期 の建物 賃貸借 が可能 とな

った こ とと相侯 って,不 動産 のイ ンカムゲイ ンをね ら う投資家 に とっては,

不 動産 の証 券化 に大 い に役立 つ であ ろ うこ とが期 待 され て いた(宮 川専史編

『Q&A定 期借家権』(新 欝本法規嵐版,2000年)47頁 以下,秋 山英樹皿江口正夫r・奥田貞

沖 ・林弘明薯 『定期借家権実践ガイドブック』(清 文社,2000年)!06頁 参照)◎
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2.「 借賃の改定に係る特約」とは

定期建物賃貸借は,正 当事由制度によって存続を保障されているいわゆる

普通借家の例外的形態であるか ら(稲 本瓢澤野編 ・前掲書 〔藤井〕28頂),賃 料

改定特約は,賃 料を客観的に定めるものとして,賃 料増減額請求権の適用 を

排除す るに足 るものでなければならない(借 地借家法研究会編 ・前掲書205瓦 福

井他編 ・前掲書48頁)。このよ うに説 明するのが,一 般的であ り,筆 者 もその

ように解 していた(稲 本瓢字畢野編 ・前掲書 〔藤井〕303頁)。そして,借 地借家法

32条 の適用 を排除する特約の例 として,① 賃貸借期間中は賃料の改定 を行わ

ない旨の特約,② 一定の期間経過ごとに一定の割合で賃料 を増額する旨の特

約,③ 一定の期間経過 ごとに特定の指数(例 えば,消 費者物価指数)の 変動 に応

じて賃料 を改定す る特約などは,賃 料 を客観的に定める特約 といえるとして

いた(澤 野順彦il定期借家の実務と理論』(住宅新報社,2000年174頁,稲 本罵学翠野編 ・

前爵掲書 こ藤ジキ〕303頁)o

3.協 議条項

上述のような特約がなされたときは,当 事者が賃料額 を確定的 にあらかじ

め計算できる。それでは,賃 料額 を一定の期間経過ごとに当事者の協議で定

めるとす る特約 は,借 地借家法38条7項 に定める 「借賃 の改定に係 る特約」

といえるであろうか。協議で定めるとされたのでは,当 事者は賃料 の額を確

定的に計算,予 測す ることができない。 したがって,賃 料を客観的に定める

特約 とはいえないと解 されている 幅井他編・前掲謝 頭)。

購建設省が作成 した 「定期賃貸住宅標準契約書」4条 では,!項 が定めら

れた額の賃料 を支払 うと定めるが,他 方,3項 において賃料改定に関する協

議条項 を置いてお り,「① 土地 ・建物 に対する租税等の増減 によって,② 土

地 ・建物価格の上昇または低下によって,も しくは③近傍同種の建物の賃料

と比較 した場合に,賃 料額が不相当となったときは,協 議の上,賃 料 を改定

す ることができる。jと 定め られている。この標準契約の解説においても,

協議条項は,で きる限 り訴訟 によらずに協議によって当事者問の意向を反映
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した結 論 に達 す る ことを 目的 とした もの であっ て,賃 料増減 額請 求権(借 地

借家法32条)の 適用 を排 除す るもので はな い とされ る 眠 聞賃貸住宅契約研究会

編ilQ&Aわ か りやすい定期賃貸住宅標準契約書』(大 成出版社,2000年)16頁)。 賃 料

が改定 で きる上述① ～③ の事 由 も,借 地借 家法32条 に定 める事 由が列挙 され

てい るのであ るか ら,こ の解説 は もっ ともなものであ る。

4.賃 料の改定協議条項は 「借賃の改定に係る特約」か?

定期建物賃貸借契約書において,次 のように定めがあった場合 を考察す

る◎

第1項 「前条に定める月額固定賃料および年額歩合賃料の歩率は,本 契約

期間中,増 減しないものとす る。ただし,次 項に定める賃料改定協議が成立

した場合 には,借 地借家法32条 の適用 を受けずに,賃 料改定できるものとす

る。」

第2項 「月額固定賃料および年額歩合賃料の歩率については,本 契約開始

の 日を起算 日として満3年 毎 に,次 条の共益費の増減,公 租公課の増減,土

地価格の変動,近 傍隣地の建物賃料の変動等を考慮 し,甲 ・乙誠意をもって

改定を協議するものとする。」

と定めている。

この契約条項を素直に読むと,固 定賃料 の額 も歩合賃料の歩率も,原 則 と

して,増 減されないが,例 外的に,2項 による賃料改定の合意が成立した と

きに,そ の合意に基づいて賃料改定がなされると,読 むことができる。すな

わち,協 議が調わない限 りは,賃 料改定 は行われず,一 定の賃料を支払 うこ

とになるか ら,当 事者 としては,少 なくとも賃料の額については計算可能で

あるといえる。

INPt設 省作成の標準契約書は4条 では,賃 料改定協議条項 と一定額の賃料

支払条項は,並 立 してお り,原 則 ・例外の関係で記載されているわけではな

い。

また,小 澤英明弁護士が提案 された協議条項では,「第o条 賃料 は当初
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2年 間は1か 月金○○○○円とし,以 後2年 ごとに貸主と借主が協議 して公

正 な市場賃料相当額(本 建物を新規に賃貸したら市場で合理的に定まる賃料とし,借

主が本建物に付加した工事の価値は考慮しない)に 改定す るものとする。ただし,

賃料 を改定すべき時から3か 月 を経過しても協議が調わない場合 には,借 地

借家法32条 に従 って,賃 料増減額請求がで きるものとす る。」 とされてい

る。ここでは,協 議が調わなかった場合に生じる紛争 に備 えて,借 地借家法

32条 を適用する旨を明記 している点が,特 色である。 このようなただし書 を

置いた理由として,小 澤弁護士は,こ のよ うな条項がない と,協 議が不調 に

終わったとき,紛 争の解決が困難 になる,と 述べてい る(小 澤英明r定 期借家

法ガイダンス』(住宅新報祉,2000年)193頁)。 すなわち,借 地借家法32条 を適用

す る旨の契約条項がない場合には,賃 料増減額請求をすることができないと

解 されているのである。

これに対 し,借 地借家法32条 の適用を契約条項において明確に排除 してい

るのであり,協 議不調の場合には,当 初賃料のままであることを明 らかにし

ているから,小 澤説に従 うと,賃 料 は改定 されないことになる。

5.賃 料増減額請求権排除の合意はなかったのか?

本件控訴審判決である東京高等裁判所判決 では,「被控訴人は,控 訴人が

最終的に法32条 の賃料増減請求権 を排除す ることを了解 し,本 件賃貸借契約

を締結 したと主張す るが,こ れ を認めるに足 る的確 な証拠 はない。jと 述べ

られている。しかし,こ の判決は,こ の賃貸借契約書が,ま さに,契 約 自由

の原則,す なわち,① 契約を締結するか否かの自由,② 相手方選択の自由,

③契約内容決定の自由,④ 契約方式の 自由に則 って作成 されていることを見

逃 している。

通常,ア パー トなどの住宅の賃貸借契約 を締結す る場合には,賃 貸人側で

作成 した,よ り正確にい うと,宅 地建物取引業者が作成 した契約書に,賃 借

人 は署名す るかどうかの自由しかないのが一般である。内容決定の自由は,

全 くないといってよいであろう。 このような賃貸人側があらかじめ作成 した
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約款によって,契 約を締結する場合 と,賃 貸人 と同等ない しはそれ以上の交

渉力を有す る大企業が個別 の交渉 を行って賃貸借契約 を締結す る場合 とは,

区別 されてよいであろ う。特に,本 件の場合 には,賃 借人からも契約内容の

提案をしてお り,不 利な約款を不承不承受 け容れ ざるを得ない交渉力のない

賃借人 とは立場が異なる。

また,本 件のように交渉を重ねて作 り上 げられた契約条項 を裁判所は尊重

すべきではないか。 ドイツ民法では,「契約条項が契約 当事者間 において個

別の交渉で定められた場合には」,普 通取引約款 を問題 とすべきではない と

定める(ド ィッ罠法305条!項)。 すなわち,契 約当事者 が自己の利益 を守 るた

めに契約 自由の原則 を利用 しているのであるから,さ らに法律 が保護 をする

必要はない,と されるのである(HelmutKδhler,BGBAllgemeinerTei1,2004,S.

272.)。賃貸借の場合にも,特 に,契 約内容の決定について,現 実的な契約 自

由が存在すべ きだ とされ る(HansR。H・ ・'s£,PraxisdesMietrechrs,2009,S.49.)。

契約において,約 款 よりも,個 々の契約当事者の意思を尊重する法的思想が

現れているのである。

契約 自由の原則 に基づ く定期建物賃貸借 において 「借賃 の改定 に係 る特

約」 に該当す るか否かを論 じる際に,こ れまで忘れ られていた視点ではなか

ろうか。

契約書に,あ らかじめ借地借家法32条 の賃料増減額請求権を排除する旨が

印刷 されてお り,そ れを賃貸人や不動産取引業者が用いており,あ らかじめ

特約 は印刷 され,期 間や金額欄のみ空欄になっていて,契 約締結の際にその

空欄が不動産取引業者等 によって埋められ,賃 借人には契約書に署名す るか

否かの選択肢 しかなかったならば,自 由な意思決定 による合意があったとい

えるかが問題 となるであろう。 しかし,本 件の場合は,お そらく法務部 も整

っている大企業同志が交渉を重ねて作 り上 げた条項である。定期建物賃貸借

制度が,契 約 自由の原則 に基づくものであるとす るならば,賃 貸借契約の当

事者が,交 渉を重ねて練 り上げた契約条項 は尊重すべきであろ う。
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§.賃 料改定協議条項の趣旨

本件契約書5条2項 では 「月額 固定賃料および年額歩合賃料の歩率につい

ては,本 契約開始の日を起算 臼として満3年 毎に,次 条の共益費の増減,公

租公課 の増減,土 地価格 の変動,近 傍隣地の建物賃料 の変動等 を考慮 し,

甲 ・乙誠意をもって改定 を協議するものとする。」 と定めている。この条項

が,借 地借家法32条 の適用を排除するかが問題 となる。

本件控訴審判決は 「賃料を当事者聞の協議で改定する旨の特約であ り,単

に賃料の決 め方を定めたにす ぎず,賃 料 を客観的に定めるものとして,賃 料

増減額請求権を排除するに足 る特約 とはいえないjと して 「借賃の改定に係

る特約」 とは認めなかった。

確かに,賃 料の額 については客観的に定める条項とはなっていないともい

えそうであり,賃 料 を客観的に定める条項 とはなっていないと解 されるかも

しれない。しかし,上 述 したように,特 約は,当 事者の自由な意思決定に基

づ くものであることが必要であ り,自 由な意思決定が侵害された場合にの

み,裁 判所が介入すべきであろ う(こ れを,山 本敬三教授は 「決定侵害型規制 と

呼ばれ,借 地借家法による賃料増減規制にはこの側面があるとされる(山本敬三 階地借

家法による賃料増減規制の意義と判断構造」(潮兇佳男篇山本敬三瓢森田宏樹編 『特別法

と艮法法理』(有斐閣,2006年)所 収)188頁)。)◎

本件契約書における協議条項(5条2項)で は,借 地借家法32条1項 に列

挙 されている事由を考慮 して賃料改定について協議するもの としているが,

当事者 は賃料改定の協議 をする義務があるとしても,合 意が調わなければ,

賃料改定がなされないことは明 らかである。すなわち,本 件契約書5条1項

ただし書で 「ただし,次 項 に定める賃料改定協議が成立した場合には,借 地

借家法32条 の適用 を受 けず に,賃 料改定できるものとす る。」 として,賃 料

改定協議による合意が成立しなければ,賃 料改定をすることができない とし

ていることからも明 らかである。

この条項は,賃 貸人 と賃借人は交渉を重ねて作成 しているのであって,賃

貸人が賃借人に一方定に押 しつけた条項ではな く,賃 借人の意思決定を侵害
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しているわけではないから,借 地借家法32条 によっても効力の認められる賃

料改定特約であるといえる。したがって,借 地借家法38条7項 に定める 「借

賃の改定に係る特約」 といえるのである。

20年 間別段の合意がない限 り,賃 料の変更がされないとされる特約 は経済

的合理性がないとしても,当 事者が自由な意思決定によってそのように合意

しているときは,そ の意思 を尊重すべきだとするのが,借 地借家法38条7項

の趣 旨であろう。なぜならば,班 で詳細に論 じるように,借 地借家法32条 の

賃料額増減請求の規定は,借 地権や借家権の存続が保障され,賃 借人の利益

が保護されることと賃貸人の利益 との均衡 を図るために手段 として,導 入 さ

れたものであるか らである。

借地権については,30年 の期間が保障されている(借 地借家法3条)。 また,

普通借家権 は,正 当事由制度 によって(借 地借家法28条),存 続が保障され,

また,期 間の定めのない場合も,賃 貸人からの解約申し入れあったときは,

最低6か 月の期間保障がある(借 地借家法27条1項)。 しかし,こ れ らの規定

は,定 期建物賃貸借には適用 されず,契 約の期間についても,契 約 自由の原

則 は貫徹 されているのである。

つまり,賃 借人は,20年 とい う長期間にわたり賃貸借に拘束 されることを

回避す る自由もあった。言い換 えると,賃 借人には短期問の賃貸借をする自

由があったわけである(定 期建物賃貸借では,6か 月未満の定期建物賃貸借をするこ

とも可能である(借 地借家法38条1項))。 例 えば,期 間 を3年 として,3年 ごと

に再契約 し,そ のたびにあらためて賃料 について協議をす るとい う途の選択

もあったはずである。 さらには,定 期建物賃貸借ではなく,当 然に借地借家

法32条 の適用があるいわゆる普通借家 を選択す ることもできたはずである。

このような選択 をせずに,協 議が調わない限 り,長 期にわた り賃料が変更 さ

れないとい う特約 を結んだのは,単 に,賃 借人 自身が経済的に合理的な判断

を下 さなかっただけであって,そ の判断の不都合 さを賃貸人に転嫁すること

は許 されないであろう。経済的に合理的な判断をすることができなかった者

が,そ の リスクを負担すべきである。
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7.事 情変更の原則

私見では,借 地借家法38条7項 の特約があるときでも,事 情変更の原則 に

よって賃料増減額を請求できる場合もあると解 している(稲 本鷹学睾野編・前掲

書 藤井〕303頁)。一般論 としては,こ のように解 してもよいが,本 件 におい

て,具 体的に,事 情変更の原則を適用すべき場面かは問題である。

事情変更の原則適用の要件は,一 般的に,① 契約成立当時その基礎 となっ

ていた事情が変更 したこと,② 事情 の変更 を当事者が予見できなかった こ

と,③ 事情の変更は当事者の責に帰すべき事由によらないこと及び④事情変

更の結果,当 初の契約内容に当事者を拘束することが信義則 に反す ることで

ある(谷 口知平篇五十嵐清編r新 版注釈民法(15)〔 補訂版〕』〔五十嵐〕(有斐閣,2006

年)72頁 以下)。

いわゆるバブル経済の崩壊後は,不 動産の市場が大きく変動 したことは,

事業者 としては当然予測 してお くべきことであったように思われる(特 に,

関西地方での都帯再開発事業の失敗については,多 く耳にするところであった)。そ う

すると,② の要件である事情の変更が予見できなかった といえるかは,疑 問

であるといえよう。

また,サ ブリースに関する最高裁判所平成15年10月21日 判決 眠集57巻9号

12i3頁)が,「 減額請求の当否及び相当賃料額を判断するに当たっては,賃 貸

借契約の当事者が賃料額決定の要素とした事情その他諸般の事情 を総合的に

考慮すべきであ り,本 件契約において賃料額が決定 されるに至った経緯や賃

料 自動増額特約が付され るに至った事情」も考慮すべきであるとしたのは,

ドイツ民法313条(ド イツにおける 「事情変更の原則」に当たる 「行為基礎の変更(行

為基礎障害)」を畏法の条文化したもの)が 「契約上または法律上のリスク配分」

を考慮すべき事情 としているの と通 じるものがあるとされ る く谷口瓢五+嵐 編

前掲書 〔五十嵐清〕84頁)。

ドイツでは,事 情の変更が不利益 を被 る当事者の リスク領域で生 じた場合

には,事 情の変更原則(行 為基礎障害)の 適用は否定される。したがって,当 事者が

事情の変更によるリスクを明確かつ確定的に引き受けていたかが問題となり,例 えば,確
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定 した価格で合意 していた場合 には,確 定的な リスクの引受があるとされ る(Dirk

Looschelders,Schvildrech£AllgemeinerTeil,2008,S.250.As£ridStadler,Ja資emig

BUrgerlichesGesetzbuchKommefttar,2009,§313Rdn.21。)。 またp商 店 の賃貸借 の

場合 には,そ の店舗 にお ける収益 の獲得 につい ての リスクは,賃 借人 が負 担

すべ きであ る とされてい る(Kaτ1Larenz/ManfredWolf,AllgemeinerTeildesBtr-

gerlichenRechts,2004,S.702)。 したが って,店 舗等 の営業用建物 の賃借人 が営

業不振 で収益 を上 げ られな い場合 で も,事 情変 更の原則(行 為基聯 轄)を 適

用 して,賃 料 の改定 を請求す ることがで きない ことになるので ある。

わ が国で も,事 情 変更 の原則 を具体化 した規定 だ といわ れ る借地借家 法32

条 の適用 につい て,賃 貸 借期 間中の賃料 に関す る リス クについて当事者 が ど

の よ うな合意 をしたか,と りわ け賃借人 が リスクを負 担す る旨の合意 を した

かが問題 にされ るべ きだ とされ る説 が有力 に主 張 され てい る(山 本 ・前掲論文

i86頁。賃料保瞳特約があるときは,リ スク負担の合意は明確だとされる。)。したがっ

て,賃 料 が最初 か ら一 定額 で合意 され,後 に当事者 の協 議 に よって改定 され

るが,協 議 が調 わ ない ときは,従 前賃料 額 の ま ま改 定 され ない とす る特約

は,当 初 に合 意 した賃料 を支払 うとい う合 意で あ り,賃 借人 が リス クを引 き

受 けてい る ので あ るか ら,事 情変 更 の原則 は適 用 され ない とい うべ きであ

る。

皿 賃料増減額請求権

亙.賃 料増滅額請求権に関する規定の沿革

盆.借 地における地代増減請求

賃料の増減請求に関す る問題は,ま ず,借 地 において現れた。まず,明 治

43年 の 「借地法案」 に地代 ・賃料(以 下,「地代」という)の 増減額請求に関す

る規定 が現れ てい る(渡 辺洋三 『土地 ・建物の法律制度(上)』(東 京大学出版会,

ま960年)18頂 以下参照)。 この時代は,地 代 ・地価 に一般的な騰勢のもとで地

主からの地代値上 げ請求が問題 となってお り,判 例 は,す でに明治30年 代か
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ら地代値上 げ請求 を認めていたといわれる(戒 能通孝r借 地借家法S備 本評論

社,1937年)32頁 以下,鈴 木禄弥il借地・借家法の研究 王』(創文社,1983年)!16頁)◇

大正10年 の借地法12条 において地代の増減額請求権に関する規定が置かれ

ることになったが,こ の規定は,建 物保護法 と借地法によって地震売買や短

期の借地契約が封 じ込められ,明 渡請求をす ることによって地代の値上げを

請求するチャンスを奪われた地主に対して,別 のチャンスを与 えて,長 期の

借地 を地主に飲ませるとともに,地 主 と借地人との聞の公平を図るものであ

る(渡 辺・前掲書270頁以下,鈴 木 ・前掲書U6頁)。 借地については,地 代増減請

求権は,借 地人の保護のために設けられた規定ではないといえよう。

も.借 家における賃料増減額講求

大正10年 の借家法7条 にも,借 地法12条 と同様の規定が置かれているが,

借地法の立法については活発 な運動があったのに対 し,借 家法立法に対する

民衆からの運動はなかったといわれている。従 って,借 家法は借地法の添 え

物 として,そ れ に便乗 して急遽提案 されたものであり(渡 辺 ・前掲書395頁),

借家法7条 は借地の制度 を単 に移入 したものだといわれる 械 能 ・前掲書i23

頁)◎

大正!0年 の借家法には,借 家権の存続 を保障する正当事由制度 はなく,期

間は通常短いから,地 震売買が封 じ込められたとしても,賃 貸借期間満了と

ともに借家人に明渡 しを請求することができるのであるか ら,家 主と借家人

との聞の公平 を図る必要 はなかったはずである。

したがって,昭 和16年 の借家法改正によって正当事由制度が導入 されて,

建物賃借権の存続保護が図 られるようになってから,借 家法7条 は,借 家人

保護のための機能を果たすようになったと考 えるべきであろうが,戦 前は,

昭和14年 の地代家賃統制令 によって,値 上 げを不可能 にしていたので,こ の

役割 を果たす必要はなかった。

昭和25年 から昭和31年 に新規の借家について,地 代家賃統制令 を不適用 と

したときから,家 賃 自動改定特約が普及 し,借 家法7条 を強行規定とする判

例(最 高裁判所昭和31年5月15H判 決民集1G巻5号496頁)が 現れ,借 家法7条 は機
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能 しだした(瀬 規信久 ヂ借地借家法32条は強行法規か?」 金融・商事判糠202号1頁)。

勲.借 地借家法32条 の強行規定性

綾.強 行規定性の根拠

借家法7条 を引き継 ぐ借地借家法32条 は,同 法37条 が定める強行規定の中

には含 まれていない。 しかし,判 例 は,前 掲最高裁判所昭和31年5月15日 判

決以来,借 家法7条 〔現行借地借家法32条 〕は 「強行法規としての実質を持

つものである。」 としている(こ こでは,最 高裁判所平成15年6月12霞 判決(民 集57

巻6号595頁)を 引用したが,端 的に強行規定と述べるよりも,本判決のように 「強行法

規としての実質を持つ」と述べるほうが正確だからである。)。

強行法規 とす る理由は,「 この規定は,地 代等不増額の特約がある場合 を

除き,契 約の条件 にかかわらず,地 代等増減請求権を行使できるとしている

のであるか ら」であるとする(こ れも,前掲最判平成15年6月12illより引用した)。

そして,賃 料 自動改定特約がある事案 について 「賃料減額請求の当否及び相

当賃料額 を判断す るに当たっては,賃 貸借契約の当事者が現実に合意 した賃

料の うち直近のもの 似 下,こ の賃料を 「直近合意賃料」という。)を基 にして,

同賃料が合意された臼以降の同項所定の経済事情の変動等のほか,諸 般の事

情を総合的に考慮すべきであ り,賃 料 自動改定特約が存在 したとしても,上

記判断に当たっては,同 特約に拘束 され ることはな く,上 記諸般の事情の一

つとして,同 特約の存在や,同 特約が定められるに至った経緯等が考慮の対

象 となるにすぎないとい うべきである。」(最高裁判所平成200P2E29fi判 決(判

時2003号5頂)と して,賃 料 自動改定特約に拘束 されることなく,諸 般の事情

を総合考慮 して,裁 判所 は賃料の増減額を判断することができるとしたので

ある。

このように,強 行規定 とするのはなぜであろうか。借地借家法32条 が,単

に,事 情変更の原則を具体化 したものであり,契 約の公平 ・公正 を実現す る

ためのものであるならば(近 江幸治 「サブリース契約の現状と聞題点」早稲田法学76

巻2号92頁 以下),事 情変更の原則 が信義則 に基づ くものである限 り(谷 口瓢

五十嵐編 ・前掲書 〔五十嵐〕70頁以下),強 行規定 とする必要はなかったはずであ
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る。

しかし,判 例は,強 行規定の実質を有するとしている。 しかも,増 額 しな

い旨の特約 は有効であるとされるのであるか ら,借 地借家法32条 の強行規定

性 は,賃 料の 自動増額特約を押しつけられる危険のある社会的弱者たる借家

人の保護の要請からしか説明できないではないか(吉 臓克己 母 ブリース契約と

借地借家法32条に基づく賃料減額請求」(飯島紀昭他編 ガ清水誠先生古稀記念論文集 市

畏法学の課題と展望』(K本 評論社,2000年)所 収)339頁,344頁)。

もっとも,当 事者 が事情の変化を認識 して,含 意していたときは,借 地借

家法32条 は任意法規でなければならない と説 く学説 もある(瀬 ノい 前掲論文1

頁〉。

また,借 地借家法32条 の強行規定制 を限定的なものと解するが,当 事者が

自由で明確の決定をしたかどうかによって,そ の適用を考えるべ きであり,

自由で明確な意思決定があったときは,適 用は排除 されるべきだとする考え

方 もある(山 本・前掲論文18碩)。 弱者たる借家人保護の規定 と解す る立場も,

借家人側が自由な意思決定をできずに,不 利な特約を押 しつけられることを

警戒するわけであるから,思 考 としては共通するものである。

b.賃 借人の区分

ここで,も う一点議論 したいのは,祉 会的弱者たる借家人 とは何かであ

る。

ドイツでは,賃 借人の居住 を目的 とす る建物賃貸借である 「住居賃貸借

Wohnrai-2mmiete」 と居住以外の用 に供 される建物賃貸借である 「事業用空

間賃貸借Geshaftsraummieteも しくは営業用賃貸借Gewerbemiete」 に区分

されて,建 物賃貸借法は体系的に構成 されている。

すなわち,住 居賃貸借は,賃 借人の居住 の利益 を保護す るために,わ が国

の正当事由制度 と類似する正当な利益制度(ド ィッ民法573条2項)と 苛酷条項

(ドイツ民法574条。 ドイツでは,こ の条項を 「社会的条項Sozia三klauseljと呼ぶ)に よ

って住居賃借権の存続が保護 され る。 これ と同時に,賃 料 の増額について

も,賃 料増額 を鼠的とする解約告知 を禁止する(ド イッ民法573条1項)と とも
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に,3年 前 の賃料 額 の20%を 超 える賃料 増額 をす る ことは認 め られ ない(ド

イッ民法558条3項)と され て,賃 料増額 も規制 されてい る。

弱者 であ る借家人 を保 護す るた めには,建 物賃借権 の存続 を保 障す る とと

もに,賃 料 の増額 を規 制 しなけれ ばな らない こ とは,目 本 におい ても ドイ ツ

にお いて も認識 されて いる ことで あ る(わ が国では,夙 に,篠 塚昭次博士の}旨摘さ

れるところである(篠 塚昭次 『借地借家法の基本聞題』(H本 評論新社,1962年)238頁,

問 『民法セ ミナーV借 地借家法』(敬 文堂,1971年)2U頁,幾 代通u・広中俊雄編 距新版注

釈民法(15)』 〔篠塚昭次3(有 斐閣,1989年)625頁 に引用されているベッターマンの所説

もこの趣旨である。また,ド イツでは,近 時でも,MartinHaublein,DiezeitlicheSiche-

rLmgdesBestandesdesMie£verhaltnisses:inPartnerimGes顧ch・Ba雛d88"魚vesti-

£ionspflichtundlnvestitionshemmanisse",20!0,S.59に おいて嗣様iの説示がされている。)◎

す なわち,住 居賃借 権 の存続 が保 障 され ていな けれ ば,賃 貸 借期 間満 了時

に借家 人は賃貸人 か ら明渡請 求 を受 けて,生 活 の中心 であ る住 居 を失 うこ と

になるが,賃 貸人 に正 当事 由が なけれ ば,明 渡請 求が で きない として も,賃

料 の増額 に関す る規 制 がな く,増 額請 求が 自由にで きる とす る と,期 間満了

時 におけ る増額請 求が あ り,そ れ に応 じるだけの経済力 のない借家人 は,建

物 を明け渡 さざる得 な くな り,住 居 を失 うこ とにな るか らで ある。特 に,住

居賃借権 の存続保 障 につ いて,契 約 に誠実 な賃借 人 は恣意 的 な解約 告知お よ

びそ こか ら生 じる住居 の喪 失か ら保護 され なけれ ばな らない とす る思想 があ

る(ChristianRolfs,StaudingersKommentarzumB撫gerlichenGesaetzbuch,2006,§

573R(董n.7.)o

ドイ ツで は,こ の よ うに建物賃借権 の存続 の保 護 と賃料 の増額 につい て規

制 をす る住 居賃貸借 法 を社 会 的賃 貸借 法sozialesMietrechtと 呼 び,そ の中

心 的規 定が住居賃借 権 の存 続 を保護 す る ドイツ民法573条 で あ る(Rolfs,a.a.○.

§573Rdn.1.)○

これ に対 して,居 住以外 の用 に供せ られ る建 物賃貸借 で ある事業用 空間賃

貸借 につい ては,特 別 な法規制 はな く,契 約 自由 の原則 に基づ いて法的 な処

理 が行 われ,特 に賃借 人 を保 護 す る規定 は置 かれ てい な い(Horst,a.aO.S。
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5、ドイツにおける事業用建物賃貸借について契約自由の原則が適用されていることについ

て,拙 著 『現代借家法謝の薪たな展開』(成 文堂,1997年)155頁 以下参照。)。した がっ

て,賃 料 の増減額 につ いて も,賃 貸借 当事者 間で 自由に特 約 を結 ぶ ことがで

きるの であ る(Horst,a.a.○.S.87.)。 つ ま り,事 業用建物 賃貸借 の場合 には,

金 銭債務 の債権者 としての賃 貸人 は,購 買力喪 失 による損 失 を被 らない よ う

に,こ の危険 を最 小化す るた めに様 々な賃料増額特 約 を結 んでお り,そ の効

力 は賃 料 が 暴 利 に な らな い 限 り,認 め られ る(HubertBlank,Mietrechtv。n

A-Z,2003,S.237f.)。 暴 利 か否 かの判 断 は,給 付 と反対 給付 の不 均衡 に求 め ら

れ るが,ド イ ツの判 例 は,そ の地 域 で通常 の賃料額 を約100%超 え て い る場

合 を限界 値 と して,不 均 衡 が あ る と判 断 してい る よ うであ る(Blaxxl〈,a.a.O.

S.965.)。 したが って,実 務上,暴 利 的賃料 と認 め られ る場合 は,そ れ ほ ど多

くはない といわれ る。

ドイ ツで事業用建物賃 貸借 につい て,契 約 自由原則 に基づ いて,特 約 の効

力 を広 く認 め るの は,賃 借 人 た る事業者 は賃 貸人 と対等 に交渉 して,特 約 を

練 り上 げる ことが で きるか ら,契 約 自由に委ね ても間題 は生 じない,と 考 え

ら れ て い る か ら で あ る(JensPeterMeinke,HatdasWohnraummie£rechteiRe

Zuk鋤ft?,!996,S.17.)。 つ ま り,事 業用 の建物 の賃借人 は,原 則 として,法 の

保護 を受 けるべ き社会 的弱者 とは想 定 していない のであ る。

さて それ では,わ が国 には,居 住 用 と事業 用 を区分 すべ きだ とす る議論 は

なか ったのであ ろ うか。 平成3年 の借地借家 法改正 にいた る前 の昭和60年11

月15日 に法務省 民事局参事 宮室 は 「借 地 ・借 家法改正 に関す る間題 点」 を発

表 して,各 会 の意見 を求 め るこ ととしたが,そ の 中で正 当事 由の内容 につ い

てであ ったが 「居住 の用 に供 す る ことを 目的 とす る賃貸借 とそれ以外 の賃貸

借 とに区分 して考 えるべ きで ある との考 え方 もあ るが,そ の 区分 が可能か。

区分 す る とすれ ば,後 者 の法律 関係 は どの よ うに規律 す るの が適 当 か。」 と

い う問 を発 していた。 この区分 は,わ が国 において も不可能 で はない とす る

意 見 も あっ た(水 本浩r転 換期の借地 ・借家法』(N本 評論社,!988年)130頁)。 ま

た,こ れ以前 にすで に,賃 料 法 において,営 業権 として の賃借 権 と居住 権 と
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しての賃借権があり,「賃借権の内部 における,居 住権 と営業権の分離は,

賃料法の両極化 をすすめなが ら,そ れぞれ独 自の体系を形成 してゆ くものと

思 われ る。」 とす る先駆的 な見解 もあった 機 代・・広中編・前掲書 〔篠塚〕626

頁)。しかし,結 局,居 住用 と営業用の区分 の困難 さを理 由に,借 地借家法

では区分す ることが見送 られている。

確かに,借 地借家法32条 は,当 事者 とのみ規定 して,賃 借人が居住のため

に建物を賃借 している者か,事 業 のために賃借している者かは区別 していな

いが,「 増額 しない旨の特約」しか効力を認めない とする規定から,上 述 し

たように,社 会的弱者である借家人,特 に住居の賃借人を保護するための規

定であると解すべきである。 したがって,賃 料改定特約がある場合に,事 業

用建物の賃借人で,か つ社会的弱者でもない者について,本 条を適用すべき

理由はないことになる。

ただし,事 業用建物賃貸借でも,賃 借人が 自由に意思決定できずに賃料改

定特約 をする場合は,私 見では,弱 者 としての賃借人を保護するために借地

借家法32条 の適用があるものと解する。

3.一 定期間増額 しない旨の特約

一定期間増額 しない旨の特約の例 として,賃 料 を3年 問据 え置いて値上げ

しない とい う特約が挙げられ る(稲 本・・澤野編・前掲書 瞬畑隆重〕253頁)が,

その期間は賃貸借の存続期問中の一部の期問である必要はな く,借 家権全部

の存続期 間に及 んでもよいと解 されている 機 代ur広中編・前掲書 〔篠堀643

頁)。本件契約書 も,5条1項 本文で 「本契約期間中,増 減 しないものとす

る。」 と特約 しているのは,当 事者間の協議が成立 しないときは,従 前賃料

のままであるとしているのであるから,不 増額特約をしているのであって,

借地借家法32条 の適用が認められるとしても,こ の特約効力 は,同 条ただし

書によって認められるべ きものであると解 される。

長期間にわた り賃料を固定する特約をしていた場合には,事 情変更の原則

が適用 されて,賃 料の増減額がなされる場合 も考えられ るが,本 件では,20
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年問は当初賃料で固定する意思が明確に認められるから,賃 借人側 にリスク

の引受があるから,事 情変更の原則の適用はないことになる。

1Vむ すび

定期建物賃貸借制度は,契 約 自由の原則 に基づ く制度 である。 したがっ

て,当 事者の自由な意思 による決定が重要 となってくる。賃料改定特約が,

多くの建物賃貸借 の場合 とは異な り,あ らかじめ作成 されている約款によら

ず に,個 別の交渉 で決定 された場合には,当 事者 の意思 を尊重すべきであ

るQ

これまで,筆 者 も含めて,借 地借家法38条7項 に定める ヂ借賃の改定に係

る特約」は,賃 料 を客観的に定めるものとして,賃 料増減額請求権の適用 を

排除するに足るものでなければならない,と 解 してきた。したがって,一 義

的,明 確 な契約条項でもって借賃の改定に係 る特約を定めなければな らない

とも解 してきた。

しかし,借 家契約の交渉の実態 を鑑みると,一 義的で明確の特約条項は,

賃貸人側が一方的に作成 し押 しつけてきた約款 による借家契約に多いのでは

ないであろうか。このような約款は,当 事者の一方の利益のみをはから,他

方当事者の利益 を損なうおそれがあるか ら,当 事者間の公平を図るために,

賃料増減額請求が認められ,借 地借家法32条 を強行法規だ としてきたのだと

いってよいであろう。

ところが,当 事者が交渉 を重ね,互 いに特約条項を提案 し合い,譲 歩をし

て,特 約条項を作成したために,特 約条項が多少玉虫色 になったとしても,

契約当事者の意思はこの条項自体から読み取 るべきであろう。すなわち,…

方的に作成 された約款ではなく,双 方の交渉 によって練 り上げられた約款の

ほうがより当事者 の意思決定を反映しているといえるからである。まして,

賃借人が,日 本有数の企業であるような場合 には,意 思決定を賃貸人に侵害

されたとは考え難いのである。
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借地借 家法38条7項 に定め る 「借賃 の改定 に係 る特約」 とは,当 事者 の 自

由な意 思決定 に基 づ く特約 と認 め られ ものす るのが,契 約 自由の原則 に基づ

く定期 建物賃貸借 にお ける特 約 の効力 を認 めるため には,よ り適切 で あろ う

とい え る(由 本 ・前掲論文190頁 は,賃 借人の意思決定が侵害されたときに,借 地借家

法32条 が適用されるとされるのは,筆 者 と同様の思考をしていると考えられる)。

*本 稿は,平 成23年!2月2臓 の東京高等裁判所判決(平 成23年 くネ)第3174号 建物賃料減

額請求控訴事件(原 審e東 京地方裁判所平成22年(ワ)第9665号))に 対する上告に麗

する意冤書である。


